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裁判員制度に関するアンケート調査について（結果概要） 

 

平成１８年１２月２６日 

東 京 商 工 会 議所 

１．調査概要                                       

・調査対象：東京２３区内の中小企業２，２３６社 

・調査期間：平成１８年１１月３０日(木)～１２月６日(水) 

・調査方法：アンケート調査方式 

（ＦＡＸによる調査票の送付・回収、および経営指導員による聞き取り） 

・回 収 数：８４８ （回答率３７．９％） 

 

 

２．回答企業の属性について                                

 

● 従業員数（Ｎ＝８４８） 
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３．調査結果                                       

 

● 候補者に選ばれた場合の企業負担（Ｎ＝８４８）（ＳＡ） 
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● 候補者に選ばれた場合の企業負担 （従業員数別割合）（有効回答数８４７） 
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20 人未満 53.6％ 27.7％ 4.3％ 1.8％ 10.9％ 0.9％ 0.9％ 

20 人以上～50 人未満 49.3％ 38.4％ 3.6％ 0.7％ 5.8％ 0.7％ 1.4％ 

50 人以上～100 人未満 45.2％ 45.2％ 2.7％ 2.7％ 2.7％ - 1.4％ 

100 人以上 44.7％ 32.9％ 5.3％ - 11.8％ 2.6％ 2.6％ 

全体 51.4％ 31.4％ 4.1％ 1.5％ 9.4％ 0.9％ 1.2％ 

 

● 辞退事由として認められるべき仕事上の都合（Ｎ＝８４８）（ＭＡ） 
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● 辞退事由として認められるべき仕事上の都合 （従業員数別割合）（有効回答数８４７） 
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20 人未満 67.9％ 34.3％ 36.8％ 16.3％ 8.4％ 9.3％ 2.9％ 

20 人以上～50 人未満 75.4％ 48.6％ 26.1％ 28.3％ 16.7％ 9.4％ 3.6％ 

50 人以上～100 人未満 74.0％ 56.2％ 27.4％ 28.8％ 31.5％ 2.7％ - 

100 人以上 71.1％ 60.5％ 18.4％ 21.1％ 27.6％ 5.3％ 3.9％ 

全体 69.8％ 40.9％ 32.6％ 19.7％ 13.5％ 8.4％ 2.8％ 
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●「辞退事由」自由記述欄に寄せられた主な意見 

・余剰人員はいないため、１人でも欠けると全ての業務に支障をきたす ：８ 

・売上減少に繋がるため、職種によっては参加が難しい（営業職、運転手など） ：７ 

・繁忙期（年末、年度末、年度始めなど）、繁忙日 ：４ 

・国内外への出張、海外赴任 ：４ 

・本人性が問われるとき（金融機関からの出頭要請、業法による常駐要請など） ：３ 

・個人事業主 ：３ 

・通常業務外の業務が入ったとき（税務調査、トラブル発生時など） ：２ 

                                                 他、全６９件 


